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議第６号 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく市長専決処分事項の指定について 

 

上記の議案を地方自治法第１０９条第６項及び京丹後市議会会議規則第１４条第２項の規定により、別記のとおり提出する。 

 

京丹後市議会議長 中 野 勝 友  様 

 

令和６年１０月４日提出 

 

提出者 京丹後市議会 議会運営委員会委員長 谷 津 伸 幸     

 

 

 

 

 

提案理由 

京丹後市議会の権限に属する事項のうち、議会の委任による市長の専決処分事項の指定について、訴えの提起等に関して市営

住宅に係る家賃支払い以外も対象にするとともに、議決を経た契約の変更に係る金額が軽微なものについての変更契約を締結す

ることを追加指定するものである。 
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（別記） 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく市長専決処分事項 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１８０条第１項の規定に基づき、市長において専決処分にすることができる事項を次

のとおり指定する。 

(1) １件の額が５０万円（自動車交通事故の場合は、２００万円）以下のもので、法律上市の義務に属する損害賠償の額を定

めること。 

(2) 市営住宅、特定公共賃貸住宅及び丹後定住促進住宅に係る家賃等の支払い又は明渡しの請求に応じない者に対する訴えの

提起、和解又は調停に関すること。 

(3) 分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の市税以外の収入金（以下「市税外収入金」という。）のうち滞納処分

ができない市税外収入金について、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第３８３条の規定による支払督促の申立てによ

り履行を請求する場合で、同法第３９５条の規定により督促異議の申立てが訴えの提起とみなされるときの当該訴訟の提起

及び和解に関すること。 

(4) 議会の議決を経た契約の変更に係る金額が議会の議決を経た当初請負金額の１０分の１の金額（その金額が１，５００万

円以下に限る。）以下の変更契約を締結すること。 

附 則 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

２ 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく市長専決処分事項（平成２１年京丹後市議会告示第１号）は、廃止する。 


